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説明事項

①ＡＤＲ法・認証制度の概要

②認証取得の準備から取得までの概要

③認証の基準・要件

④認証の申請手続と審査

⑤認証取得後の業務

⑥認証紛争解決手続の利用の特例
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ＡＤＲ法・認証制度の概要
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認 証 制 度
○意義＝民間紛争解決手続の業務を行う者の申請に基づき，法務大臣が，当該業務が法

令の定める一定の基準に適合しているかどうかを審査判断し，適合していると
認められる場合に，当該業務について認証（５条，６条）

認知・理解
の不足

情報の不足
（利用に不
安や躊躇）

○基本理念(3条1項)＝法による紛争解決手続として，
・当事者の自主的な努力の尊重 ・公正かつ適正な実施
・専門的知見を反映，紛争の実情に即した迅速な解決

○ＡＤＲを行う者の連携協力（３条２項）
○国・地方公共団体の情報提供等の責務（４条）

制度上の制
約 （ 利 用 の
インセンティ
ブに欠ける）
・弁護士法
上の制約
・時効中断
効がない
等利便に
乏しい。

第１節 民間紛争解決手続の業務の認証
○認証基準（６条）

(1)業務が１号～16号の基準に適合
(2) (1)の業務に必要な知識・能力・経理的基礎

○欠格事由（暴力団員等）（７条）
○手続 申請（８条）⇒法務大臣の審査⇒認証

※関係大臣への協議等，認証審査参与員の意見

第２節 認証紛争解決事業者の業務
(1)説明義務（14条）
(2)暴力団員等の使用禁止（15条）
(3)手続実施記録の作成保存（16条）

第３節 報告等
○報告等

(1)事業報告書等の提出（20条）
(2)法務大臣の報告徴求・検査（21条）
(3)法務大臣による措置の勧告・命令（22条）

※民間ＡＤＲの特性の配慮

○認証の取消し（23条）

第
１
章
総
則

第
２
章

認
証
紛
争
解
決
手
続
の
業
務

情報の提供等
○認証の公示（11条1項）
○認証等の掲示（11条２項）
○説明義務（14条）
○ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ等による公表（31条）

国民の理解
の増進
関係者間の
連携

ＡＤＲの選
択の目安の
提供

専門家活用
体制の充実

権利の時効
消滅等の不
利益を心配
せずにＡＤ
Ｒに専念で
きる環境の
整備

民間紛争解決手続＝和解の仲介を行う民間
事業者の裁判外紛争解決手続（２条1号）

従前の
状況

○専門家による手続実施

○時効中断（25条）

○訴訟手続の中止
（26条）

○調停の前置に関する特
則（27条）

第
３
章
認
証
手
続
の
利

用
に
係
る
特
例

紛争の解決を図るのにふさわしい手続を選択することを容易にし、国民の権利利益の適切な実現に資する
ことを目的に、裁判外紛争解決手続についての基本理念等を定めるとともに、民間紛争解決手続（民間事業
者が行ういわゆる調停・あっせん）の業務に関し、認証の制度を設け、併せて時効の中断等に係る特例を定
めてその利便の向上を図る。

裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律（概要） 図１
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認証の意義

民間紛争解決手続の業務を行う者の申請に基づ

き，法務大臣が，当該業務が法令の定める一定
の基準・要件に適合しているかどうかを審査判
断し，適合していると認められる場合に，当該
業務について認証（法第５条，第６条）

民間事業者が，紛争の当事者が和解をすることが
できる民事上の紛争について，紛争の当事者双方
からの依頼を受け，当該紛争の当事者との間の契
約に基づき，和解の仲介を行う裁判外紛争解決手
続をいう。（法第２条第１号）
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認証取得の準備から取得までの概要



7

官報公示（法第１１条第１項）
インターネット等（法第３１条）

○業務の内容及びその実施方法の決定・見直し

○体制整備，手続実施者候補者の確保・育成等

事 前 相 談

認 証 申 請

審 査

意見聴取等

処分（認証）

情報公表

（受理）

一般的な説明会
個別相談

書面申請
オンライン申請

認証の基準（法第６条第1号～１６号）

要件（知識・能力・経理的基礎）
欠格事由
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認証の申請資格

⇒法令上，特段の制限なし

・法人

・法人でない団体で代表者又は管

理人の定めのあるもの

・個人
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権利能力なき社団と認められるための要件

最高裁判例（Ｓ３９．１０．１５ 判決）

① 団体としての組織を備えること
② 団体において多数決の原則が行われてい

ること
③ 団体そのものが構成員の変更にもかかわ

らず存続すること
④ 団体において，その組織によって代表の

方法，総会の運営，財産の管理その他団体
としての主要な点が確定していること

具体的判断は，個々の申請団体ごとに行う
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民間紛争解決手続の業務を行う事務所
（法第８条第１項第２号）

・実際に設置が必要

・そこで全業務を行う必要はない（現地調

停，オンライン手続等）

オンラインＡＤＲ

現地調停
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団体Ａ（中央会等）

Ｂ ＤＣ Ｅ支部・支社
単位会等

⇒ 独立

・Ａが認証取得 ⇒ Ｂ～Ｅは認証紛争解決手続の
業務を行う事務所

・Ｅが独立 ⇒ あらためて認証取得が必要

※Ａは，Ｅの事務所の廃止の届出（場合により
変更の認証が必要）
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申請に係る民間紛争解決手続の業務の
内容及びその実施方法
＝どのような民間紛争解決手続の業務を

どのような方法で行うか

○認証申請書の記載事項
＝業務の内容及びその実施方法の

概要（規則第５条第１３号）
○認証申請書の添付書類

＝業務の内容及びその実施方法を
記載した書類（法第８条第２項
第２号）
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体制整備

○規程，規則等の整備

○人的体制
※運営体制の構築

※事務処理要領・マニュアル等の整備

スタッフの確保・研修等

※弁護士の助言に係る措置

○物的体制
※民間紛争解決手続の業務を行う事務所（法第

８条第１項第２号）の設置 等

○手続実施者の確保・育成
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認証の基準・要件
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専門的知見を活用して和解の仲介を行う紛争の範囲の
定め（１号）

ＡＤＲ法第６条の認証基準・要件

（手続実施者が弁護士でない場合）法令の解釈適用に関し専門的知識を
必要とするときに，弁護士の助言を受けることができるようにするため
の措置（５号）

１号の紛争の範囲に対応して，個々の手
続において「ふさわしい者」を選任する
ことができること（２号）

２号の「ふさわしい者」
の選任が可能な選任方法
（３号）

公正な手続実施を妨げるおそれがある場合の手続実施者の排除措置(３号)
実質的支配者等の手続実施者に対する不当な影響の排除措置（４号）

当事者が手続を終了させるための要件・方式の定め
（12号）

和解成立の見込みがない場合における手続実施者によ
る終了，通知の定め（13号）

秘密保持等

手続
進行

相当な
方法の
定 め
(６号)

通知

和解の仲介行為

手続
実施
者等

苦情の取扱い
認証手続の業務に関する苦情の取扱いに
ついての定め（16号）

手続上の秘密の取扱い(11号)，業務に関
して知り得た秘密の保持の措置(14号)

報酬・
費用

報酬・
費用の
定め＋
著しく
不当で
ないこ
と
(15号)

資料の
取扱い

資料の
取扱い
につい
ての定
め
(10号)

開
始
か
ら
終
了
ま
で
の
標
準
的
な

手
続
進
行
の
定
め
（
７
号
）

民
間
Ａ
Ｄ
Ｒ
の
業
務
を
行
う
者

申
立
て

通
知

紛争の範囲

手続実施の依頼の要件・方式の
定め(８号)

Ａさん

他方の当事者に対する通知・確
認（９号）Ｂさん

紛
争

手続実施者

認証の基準に適合した
業務を行うのに必要な
知識及び能力並びに経
理的基礎（柱書）

要 件

図２
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紛争の範囲（法第６条第１号）

紛争の範囲を定めていること

①専門的知見の活用

②どのような分野・種類・規模の紛争を取り
扱うかを明らかにする（→取り扱わない他
の紛争と区別）

※どの地域の紛争を取り扱うか
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紛争の範囲（法第６条第１号）

定め方の例
・消費者と事業者の間の契約に関する紛争

・個別労働関係紛争

・建築関係紛争

・交通事故による損害賠償に関する紛争

・金融商取引をめぐる紛争

・紛争の目的の価額が○○円以下の民事に関す
る紛争

・東京都に住所又は居所を有する者の紛争
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手続実施者（法第６条第２号）

和解の仲介を行うために必要な能力

①法律に関する専門的能力

②和解の仲介を行う紛争の分野（例えば，医療，
建築等）に関する専門的能力

③紛争解決の技術（コミュニケーション，カウ
ンセリング等の技術）に関する専門的能力
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手続実施者（法第６条第２号）

ふさわしい者を手続実施者として選任
することができる

和解の仲介を行う個々の紛争ごとに，「和
解の仲介を行うのにふさわしい者」を手続
実施者として選任する仕組みが備わってい
ること
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手続実施者（法第６条第３号）
選任の方法

①選任権者

②手続実施者候補者の範囲（必要とする資格，経
験その他の要件）

③選任手続

例 手続実施者候補者一覧表を作成して

ア，申請者 が選任する方法

イ，紛争の当事者が指名する方法

ＡＤＲ
事業者
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手続実施者（甲）が紛争の当事者と利害関係を有す
ることその他の民間紛争解決手続の公正な実施を妨
げるおそれのある事由がある場合

利害関係

紛争

手続実施者（甲）排除の方法の定め（3号）

当事者
Ｂ

手続実施者
（甲）

当事者
Ａ
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手続実施者（法第６条第３号）
手続実施者が紛争の当事者と利害関係を
有することその他の民間紛争解決手続の
公正な実施を妨げるおそれがある事由

⇒申請者 側で定める

・裁判官の除斥事由・忌避事由程度の具
体性

・少なくとも除斥事由・忌避事由に相当
する事由を含むもの

ＡＤＲ
事業者
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手続実施者（法第６条第３号）
排除するための方法

※排除 ＝ 選任前なら選任しない。選任後なら交替させる。

対象となる手続実施者が排除される蓋然性が客観的に
認められる方法

①紛争の当事者に申立てを認める方法
②申請者 が自ら措置する方法

※該当事由があるかどうかを合理的に調査・判断でき
る組織（機関）と手続の定めが必要。

※併用可

ＡＤＲ
事業者
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（Ａ）が実質的支配者等（Ｂ）の紛争を取り扱う場合

実質的支配者等(Ｂ)が手続実施者(甲)に対して不当な
影響を及ぼすことの排除措置の定め(４号)

相 手 方
当 事 者
Ｃ

申請者Ａ
(ADR事業者)

手 続 実 施 者
（甲）

実質的支
配 者
Ｂ

紛争

不当な影響
のおそれ

支配関係

規則第１条
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（Ａ）が子会社等（Ｂ）の紛争を取り扱う場合

申請者(Ａ)が手続実施者(甲)に対して不当な影響
を及ぼすことの排除措置の定め(４号)

相手方
当事者
Ｃ

紛争

不当な影響
のおそれ

子会社等
Ｂ

支配関係 規則第２条

申請者Ａ
(ADR事業者)

手続実施者
（甲）
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手続実施者への不当な影響排除（法第６条
第４号）

不当な影響の排除措置

実質的支配者等又は申請者 が手続実施者に

対して不当な影響を及ぼすことが排除される蓋然
性が客観的に認められる措置

例 申請者Ａ・実質的支配者等Ｂ

手続実施者甲

雇用契約その他の契約関
係に基づく指揮命令等を
受けないことを内部規程，
契約等により確保

ＡＤＲ
事業者
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弁護士の助言措置（法第６条第５号）

「民間紛争解決手続の実施に当たり法令の

解釈適用に関し専門的知識を必要とする

とき」

・法律に関する専門的知識を持たない一般人が
自ら判断することに通常支障がある程度の高
度な法律に関する問題が生じ，

・この問題の解決がその後の手続の進行の決定
に必要
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弁護士の助言措置（法第６条第５号）
弁護士の助言を受ける必要がある場合

例

①和解の内容によっては法令違反や公序良俗違反
となるおそれがある事案において，紛争の当事
者の利害の調整を図り，和解案を提示する上で
高度な法律に関する問題を解決する必要がある
とき

②和解条項を定めるに当たって適切な条項を立て，
又は正確な用語を選択する等和解の適正性・相
当性を担保する上で高度な法律に関する問題を
解決する必要があるとき
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弁護士の助言措置（法第６条第５号）
法律に関する問題

①手続の進行の過程で生じる法律問題
例・紛争の当事者の請求の法律構成，特定の

有無，理由の有無 等

②和解内容に関する法律上の問題
例・強行法規違反，公序良俗違反がないか

・法的規制との関係で和解内容の履行に支
障を生じないか

・清算条項を入れる必要があるか 等
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弁護士の助言措置（法第６条第５号）

法律に関する問題に該当しない場合

証拠上債権の存在を主張する紛争の一方の当事
者の主張が有利であると判断される場合におい
て，円満解決を図る等の目的のため，経済的観
点から，和解金額やその支払方法を定めること

※留意点あり
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弁護士の助言措置（法第６条第５号）

弁護士の助言

＝「個々の事案」の「高度な法律に関

する問題」について「具体的な見解

を示す」こと

※事案の内容の十分な理解が前提

※事案に即した具体的な助言
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弁護士の助言措置（法第６条第５号）

弁護士の助言を受けるようにするための

措置

①判断の基準・手順の整備

②弁護士による助言のための対応を可能
にするための方法の整備
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弁護士の助言措置（法第６条第５号）
弁護士の助言を受けるようにするための措置

①判断の基準・手順の整備

手続実施者において，弁護士の助言を受
けるべき場合に該当するかどうかを適切
に判断することができるような基準及び
判断の手順の整備
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弁護士の助言措置（法第６条第５号）
弁護士の助言を受けるようにするための措置

②弁護士による助言のための対応を可能にするた

めの方法の整備

・弁護士が助言を求められたときに時機を失する

ことなく対応することができる状態を確保

・弁護士が，資料の閲覧，手続実施者等からの説

明などにより案件の内容を十分に理解できるよ

うにする

※場合により複数の弁護士も
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弁護士の助言措置（法第６条第５号）

実務上採用可能と考えられる助言の在り方の例

※いずれも弁護士と契約してこれを実施（契約の

名称，種類等は問わない）

※併用可

①共同実施型

③連絡対応型 ④中断留保型

②待機対応型
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弁護士の助言措置（法第６条第５号）
①共同実施型

個別の事案を担当する手続実施者を弁護士１名
以上を含む複数とし，複数の手続実施者が共同
して民間紛争解決手続を実施

弁護士

手続実施者（共同実施）

当事者
Ａ

当事者
Ｂ紛 争
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助言を求められた場合は直ちにその案件に関する資料を閲覧し，又
は手続実施者等から説明を受ける

申請者 が民間紛争解決手続の業務を行う間，弁護士が業

務が行われる事務所に常時待機

弁護士の助言措置（法第６条第５号）
②待機対応型

ＡＤＲ
事業者

弁 護 士 の 助 言 手 続 進 行

【調停室】 【別室】
説明
資料

助 言

弁護士
乙

当事者Ａ
手続実施者

甲紛 争

当事者Ｂ
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申請者 が民間紛争解決手続の業務を行う間，弁護士は電

話，ファクシミリ，電子メール等により連絡可能な状態を確保

弁護士の助言措置（法第６条第５号）
③連絡対応型

ＡＤＲ
事業者

弁 護 士 の 助 言 手 続 進 行

【調停室】 【連絡可能な場所】
電話等による連絡
資料の提供

電話等での助言

助言を求められた場合は直ちに（ア）その業務が行われる事務所に
赴き，又は（イ）電話，ファクシミリ，電子メール等によって，そ
の案件に関する資料を閲覧し，又は手続実施者等から説明を受ける

又は事務所に赴き
資料閲覧，説明を
受け助言

弁護士
乙

手続実施者
甲

当事者Ａ

当事者Ｂ

紛 争
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弁護士の助言を求める必要がある場合は，手続を中止し，又は問題
となる事項の処理を留保して手続を進め

弁護士の助言措置（法第６条第５号）
④中断留保型

弁 護 士 の 助 言 その助言を待って先の手続を進める

【調停室】 【連絡可能な場所】
手続を中止・留保し
説明，資料の提供

弁護士は，別途助言を求められた案件に関する資料を閲覧し，又は
手続実施者等から説明を受ける

助 言

弁護士
乙

手続実施者
甲

当事者Ａ

当事者Ｂ

紛 争
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通知の方法（法第６条第６号）
相当な方法

重要な事項の通知 手続進行中の一般的な通知

例：配達証明郵便又は
これに準ずる方法

例：普通郵便，電話，ファ
クシミリ等の一般的な
方法

例・和解成立の見込み
がないことを理由
とした手続の終了

・手続の請求の内容
の通知等

例・期日の調整
・準備する資料の確

認等
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手続の進行の定め（法第６条第７号）
開始から終了に至るまでの標準的な手続の進行

・開始の事由，時期及び手続

・期日における手続の進め方

・終了の事由，時期及び手続 等

※オンラインを用いた手続
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民間紛争解決手続の実施の依頼の要件

及び方式（法第６条第８号）
要件及び方式

・紛争の内容を明らかにすることの要否，要する
とした場合のその程度

・書面ですることの要否（記載事項，様式を含
む。）

・依頼の際に紛争の当事者が支払う報酬又は費用

・依頼の際に提出を要する資料等の有無 等
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要件及び方式（法第６条第８号）

要件及び方式

紛争の他方の当事者に対する請求を明らかにす

ることの要否

※手続の中途の段階で請求を特定するという形

態の手続も考えられる
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他方の当事者への通知等

（法第６条第９号）

①通知＝速やかに（＝数日程度以内）

②確認手続

紛争の他方の当事者が通知を踏まえて民間紛争
解決手続の実施を依頼するか否かを確認する具
体的な手続

※通知に同封した文書による方法，電話，ファ

クシミリ等，方法は問わないが，具体性・確

実性が必要
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提出された資料の取扱い

（法第６条第10号）

提出された資料の保管，返還その他の取扱いの方法

資料を提出しようとする者及び提出した者に
とって明らかである程度に具体的な方法
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手続の秘密の取扱い（法第６条第11号）

秘密を適切に保持するための取扱いの方法

適切に保持される蓋然性が客観的に認められる具
体的な方法

例 秘密記載文書等の管理に関する規程類の整備，管理責

任者の設置，文書等の盗難防止策，文書等へのアクセ

ス制御等秘密の安全管理のための組織的，物理的，技

術的な措置

※前提として，役職員が秘密記載文書等に該当するかどうか

を的確に判断するための措置（規程類の整備等）が必要
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終了させるための要件及び方式
（法第６条第12号）

要件及び方式

紛争の一方又は双方の当事者による民間紛争解
決手続の終了

民間紛争解決手続の実施を依頼する契約の解除

解除は書面ですることを要するかどうか，要す
るとした場合の記載事項・様式等



48

終了させるための要件及び方式（法第６条第12号）

※手続実施依頼契約の解除制限
○原則

委任契約，準委任契約又はこれらに類似する
契約であって，当事者は原則いつでも解除可
（民法第６５１条）

⇒解除を制限する「要件及び方式」を定めるこ
とは，原則不可

○例外（一般的要件）

・紛争の円滑・適正な解決を図る上での合理性

・当事者間の衡平を害しない

・紛争の双方の当事者の事前の承諾
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終了させるための要件及び方式（法第６条第12号）

民間紛争解決手続の実施を依頼する契約
例外の例

紛争の当事者双方が申請者との間で手続実施
依頼契約を締結した場合

一定の時点経過後は，紛争の一方の当事者が
契約を解除するには，正当な理由がない限り，
紛争の他方の当事者の承諾を要するものとす
ること
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手続実施者による手続終了の定め（法第６条第13号）

「紛争の当事者間に和解が成立する見込みがない
と判断」する基準等も含まれる

例

①一方の当事者が正当な理由なく，３回以上又は

連続して２回以上期日に欠席

②一方の当事者が和解をする意思がないことを明

確にした

③直ちに和解成立の見込みがなく，かつ，紛争の

性質や当事者の置かれた事情にかんがみ，手続

を継続することが，当事者に和解成立による利

益を上回る不利益を与える蓋然性がある
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知り得た秘密の取扱い（法第６条第14号）
秘密を保持すべき主体と対象

①申請者 （法人の役員，法人でない団体で代表者又は管

理人の定めのあるものの代表者又は管理人）

②申請者 の代理人

③申請者 の使用人その他の従業者

④手続実施者

が民間紛争解決手続の業務に関して知り得た秘密

ＡＤＲ
事業者

ＡＤＲ
事業者

ＡＤＲ
事業者
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知り得た秘密の取扱い（法第６条第14号）
①～④の者が知り得た秘密
過去にこれらの職にあった者が知り得た秘密は含
まれない
しかし，これらの秘密も本来は保持されるべき

申請者 は，例えば，退職時に，退職者と

の間で，退職後もその当時知り得た秘密を保持す
る旨の契約を締結するなどの措置を講じることが
望ましい

ＡＤＲ
事業者
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知り得た秘密の取扱い（法第６条第14号）
秘密を確実に保持するための措置

秘密の確実な保持の蓋然性が客観的に認められる
具体的な措置

・秘密保持契約の締結，秘密記載文書等の管理に
関する規程類の整備，管理責任者の設置，秘密
記載文書等の盗難防止策，秘密記載文書等への
アクセス制御等秘密の安全管理のための組織的，
物理的，技術的な措置
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報酬・費用の定め（法第６条第15号）
必要な事項の定め

申請者（手続実施者を含む。）が支払を受ける報
酬又は費用について，

①額又は算定方法

②支払方法（支払時期，支払場所，支払手段等）

が，客観的・具体的に明らかになる定め
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報酬・費用の定め（法第６条第15号）
著しく不当なものでない

例

申請者が事業を継続していくために必要な経費
を過度に上回らない報酬又は費用の額

※他の業務から補てんする場合
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苦情の取扱い（法第６条第16号）
苦情の取扱いの定め

「苦情の申立てからその最終的な処理まで」の手
続の概要が，苦情を申し立てようとする者にとっ
て明らかである程度に具体的な定め

例
・苦情の受付先・受付方法
・調査・検討を行う組織（内部組織でも可）
・調査・検討の結果の処理方法
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苦情の取扱い（法第６条第16号）

苦情の適切かつ迅速な処理

望ましい対応

・ 苦情受付窓口の設置，苦情処理に関する規程類

の整備，従業者への研修等

・ 連絡先・受付時間などのアクセス方法について，

ホームページへの掲載，事務所の窓口への書面

の掲示・備付け等
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必要な知識及び能力並びに経理的基礎

（法第６条柱書）

①知識及び能力 ＝ 申請に係る民間紛争解決手続の

業務を，法第６条の１６個の基

準に適合した形で行うことがで

きる知識及び能力

②経理的基礎 ＝ ①の業務の継続的な遂行を可能

にするだけの経営的根拠
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必要な知識及び能力並びに経理的基礎
（法第６条柱書）

①知識及び能力

個々の役員，使用人等についてではなく，一つ
の事業体としての申請者について求められる

組織体制，各種内部規程・処理要領・マニュア
ル等，手続実施者及び使用人に対する研修体制
等を基に判断

申請者(ＡＤＲ事業者）申請者(ＡＤＲ事業者）

【代表者】
業務執行機関

【代表者】
業務執行機関

意思決定機関意思決定機関

手続実施者手続実施者

スタッフスタッフ

利用者利用者
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必要な知識及び能力並びに経理的基礎
（法第６条柱書）

②経理的基礎

民間紛争解決手続の業務の支出が収入を大きく上
回る場合

⇒支出と収入の差額について，

・他の業務を行う部門から補てんすることができ

る場合

・関連の法人・団体が申請者に対し補てんするこ

とを約している場合

等は，この要件を満たす
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欠格事由（法第７条）

・ADR法又は弁護士法違反者等

・暴力団員等

審査の対象

①申請者

②申請者 （個人を除く。）の役員

③政令で定める使用人

ＡＤＲ
事業者
ＡＤＲ
事業者
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政令で定める使用人（令第２条）

①民間紛争解決手続の業務に関し法第８条第
１項第２号の事務所の業務を統括する者

②これに準ずる者として法務省令で定める者

副所長，所長代理その他いかなる名称を有する
ものであるかを問わず，民間紛争解決手続の業
務に関し，前記の事務所の業務を統括する者の
権限を代行し得る地位にある者（規則第３条）
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認証の申請手続と審査
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認証申請書（法第８条）

認証申請書の記載事項

様式＝規則別紙様式第１号

①氏名又は名称・住所

法人の代表者（法人でない団体で代表者又は管
理人の定めのあるものの代表者又は管理人）の
氏名

②民間紛争解決手続の業務を行う事務所の所在地

③規則第５条に掲げる事項
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認証申請書（法第８条）
認証申請書の添付書類

①法人の定款，寄付行為その他の基本約款を記載
した書類

②申請に係る民間紛争解決手続の業務の内容及び
その実施方法を記載した書類

③申請に係る民間紛争解決手続の業務に関する事
業報告書又は事業計画書

④規則第６条第１項に掲げる経理的基礎を有する
ことを明らかにする書類

⑤規則第６条第２項に掲げる書類
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○業務の内容及びその実施方法の決定・見直し

○体制整備，手続実施者候補者の確保・育成等

事 前 相 談

認 証 申 請

審 査

意見聴取等

処分（認証）

情報公表

（受理）

一般的な説明会
個別相談

書面申請
オンライン申請

認証の基準（法第６条第1号～１６号）

要件（知識・能力・経理的基礎）
欠格事由

官報公示（法第１１条第１項）
インターネット等（法第３１条）
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事前相談（任意）

認証の申請を予定するＡＤＲ事業者

提出予定の書類に準じた書類の提示
（全部又は一部）

書類の不備，記載方法の
不適切な箇所の指摘

認証の要件を満たすか
の見通しを得る
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認証の申請

認証申請書＋添付書類 手数料

提 出 納 付

受 理
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・書面審査

・面接審査（ヒアリング）

・現地調査（必要に応じて）

・風評調査

審 査

対 象 方 法

認証の基準・要件の審査
①申請に係る民間紛争解決手

続の業務の法第6条第１号
～第１６号の基準適合性

②①の業務に必要な知識及び
能力並びに経理的基礎の有
無

欠格事由の審査
・法第７条第１号～第１２号

（暴力団員等）
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意見聴取等

・団体所管大臣等との協議
（法第９条第１項）

・警察庁長官への意見聴取
（法第９条第２項）

・認証審査参与員への意見聴取
（法第９条第３項）

・都道府県知事等への協力依頼
（法第２９条）
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申請に対する処分の決定

認証をする 認証をしない

認証通知書の交付
認証をしないこととし
た旨及びその理由を記
載した書面の交付
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認証紛争解決手続等の情報公表

官報への公示（法第１１条第１項）
認証紛争解決事業者の氏名又は名称及
び住所

ホームページへの掲載（法第３１条）
法第３１条及び規則第２０条各号に掲
げる事項
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情報の公表（法第３１条）

認証紛争解決手続の業務に関する情報の公表

法務大臣は，認証紛争解決手続の業務に関する情報を広く国民に
提供するため，インターネット等で公表

《公表事項》

①認証紛争解決事業者の氏名又は名称・住所

②業務を行う事務所の所在地

③電話番号，電子メールアドレス・ホームページアドレス

④事務所の名称，電話番号・電子メールアドレス

⑤認証紛争解決業務を行う日・時間

⑥規則第９条第１項各号に掲げる事項（事務所の掲示事項）

⑦統計
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認証取得後の業務
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認証後の業務

・認証紛争解決手続の業務の内容及びその
実施方法に従ってこれを遂行（当然）

・掲示義務（法第１１条第２項）

・当事者に対する説明義務（法第１４条）

・暴力団員等の使用禁止（法第１５条）

・手続実施記録の作成保存（法第１６条）

※事業報告書等の作成提出（法第２０条）
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掲示義務（法第１１条第２項）

認証紛争解決手続の業務の掲示

認証紛争解決手続を利用し，又は利用しようと
する者に適正な情報を提供するため，

⇒・認証紛争解決事業者である旨

・認証紛争解決手続の業務の内容及びその実

施方法に係る事項（規則第９条第１項各号）

上記業務を行う事務所において見やすいよう

に掲示
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掲示義務（法第１１条第２項）
認証紛争解決手続の業務の内容及びその実施方法に
係る事項（規則第９条第１項各号）

①和解の仲介を行う紛争の範囲
②手続実施者の選任の方法
③手続実施者候補者の職業・身分の概要
④通知の方法
⑤手続の開始から終了までの標準的な手続の進行
⑥手続実施の依頼の要件・方式
⑦一方の当事者から依頼があった場合の他方の当事者への通知・

確認
⑧資料の保管，返還等の取扱いの方法
⑨意見，資料等に含まれる秘密の取扱いの方法
⑩紛争の当事者が手続を終了させるための要件・方式
⑪紛争の当事者から支払を受ける報酬・費用
⑫苦情の取扱い
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掲示義務（法第１１条第２項）

見やすいように掲示

例 一般の外部の者が立ち入ることのできる部屋
の室内において

①掲示板で掲示

②パンフレット等の備置き

③電子計算機の映像面に表示
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掲示義務（法第１１条第２項）

見やすいように掲示

例

①掲示板方式

通常の視力を有する者が明りょうに判読

できる大きさ・書体の文字で掲示事項を

記載した紙等を張り出す



80

掲示義務（法第１１条第２項）

見やすいように掲示

例

②パンフレット等の備置き

室内の壁面やカウンターに，掲示事項を

記載した冊子を備え置く（常に外部の者

が手にとって閲覧できる状態が必要）
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掲示義務（法第１１条第２項）

見やすいように掲示

例
③電子計算機の映像面に表示

部屋に電子計算機を設置した上，
・映像面への掲示事項の自動表示
・外部の者が簡単な操作で掲示事項

を映像面上で閲覧
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説明義務（法第１４条）
認証紛争解決手続の説明

紛争の当事者に対し

法定の説明事項を記
載した書面の交付

法定の説明事項を記録
した電磁的記録の提供

これらを行って説明

手続実施依頼契約締結

※双方の当事者に説明
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説明義務（法第１４条）
認証紛争解決手続の説明

説明事項＝法第１４条各号及び規則第１３条第１項各号に

掲げる事項

①手続実施者の選任に関する事項

②紛争の当事者が支払う報酬・費用に関する事項

③手続の開始から終了までの標準的な手続の進行

④意見，資料等に含まれる秘密の取扱いの方法

⑤紛争の当事者が手続を終了させるための要件・方式

⑥手続による和解成立の見込みがないときは，手続実

施者が手続を終了すること等

⑦和解が成立した場合の書面作成の有無・作成概要
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説明義務（法第１４条）
説明事項の書面の交付又は電磁的記録の提供

紛争の当事者の受領が必要

⇒電磁的記録を受領できない紛争の当事者には書

面を交付して説明

※紛争の当事者から書面の交付を求められたとき

⇒ 書面を交付して説明（規則第１３条第２項）
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説明義務（法第１４条）

望ましいと考えられる措置

①説明前に，当事者が書面の交付，電磁的記録の
提供のいずれを希望するか確認

②平易な表現

③書面交付又は電磁的記録の提供をしたときは，
その旨の書面の交付又は電磁的記録の提供を受
ける
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手続実施記録の作成保存（法第１６条）
手続実施記録

記録事項 ＝ 法第１６条各号・規則第１４条第１項各号

①手続実施依頼契約の締結年月日

②紛争の当事者・代理人の氏名又は名称

③手続実施者の氏名

④手続の実施の経緯（≒経過）

⑤手続の結果（終了の理由・年月日も）

⑥手続において請求がされた年月日・請求の

内容

⑦和解が成立した場合の和解の内容

保存期間＝手続終了日から１０年間（規則第１４条第２項）
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事業報告書（法第２０条）
事業報告書等の提出
認証紛争解決手続の業務に関し，
・毎事業年度の経過後３月以内に，
・その事業年度の事業報告書，財産目録，貸借対照表・収

支計算書又は損益計算書を作成
・法務大臣に提出

事業年度末

・事業報告書
・財産目録
・貸借対照表
・収支計算書

又は損益計算書

を作成 法務大臣に提出

３か月以内
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認証紛争解決手続の利用の特例
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時効の中断（法第２５条）
時効中断の要件・効果
要件

①認証紛争解決手続によっては和解成立の見込が
ないことを理由に手続実施者が手続を終了

②当事者が①の終了の通知を受けた日から１月以
内に当該手続の目的となった請求について訴え
を提起

効果

認証紛争解決手続における請求の時に，訴えの
提起があったものとみなす
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時効の中断（法第２５条）
時効中断の要件・効果

申
立
て
・
受
理

請

求

終
了
の
通
知

１か月以内

訴
え
の
提
起

理由=和解成立の見
込みなし

終
了
の
措
置

遡 及

時
効
中
断
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訴訟手続の中止（法第２６条）

訴訟手続の中止の要件・効果

要件

①当事者の共同の申立て

②次のいずれかの場合

・当事者間において認証紛争解決手続が実施

・当事者間において認証紛争解決手続によって

紛争の解決を図る旨の合意がある

効果

受訴裁判所は，４月以内の期間を定めて訴訟手続を
中止する旨の決定をすることができる
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訴訟手続の中止（法第２６条）
訴訟手続の中止の効果

訴
え
の
提
起

共
同
の

申
立
て

中
止
決
定

４か月以内

※中止期間４月以内

認証紛争解決手続の実施

認証紛争解決手続の実施の合意

実 施
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調停の前置に関する特則（法第２７条）

対象となる紛争

①民事調停法第２４条の２第１項の事件
・地代借賃増減額請求事件

②家事審判法第１８条第１項の事件
・離婚及び離縁の事件
・その他一般の家庭に関する事件（乙類審判事

件を除く）
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調停の前置に関する特則（法第２７条）
要件・効果
要件
①調停前置事件について訴えが提起
②①の訴えを提起した当事者が①の事件について認証紛争

解決手続を依頼
③②の手続が合意成立の見込がないことを理由に終了

認
証
紛
争
解
決

手
続
の
実
施

手
続
の
終
了

訴
え
の
提
起

職権付調停

※理由=合意成立の見込みなし

民事調停法第２４条の２第１項，
家事審判法第１８条の不適用

効果


